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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

  
１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 

３．第114期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載し

ていません。 

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としていま

す。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

  また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

回次 
第114期 

第１四半期 
連結累計期間 

第115期 
第１四半期 
連結累計期間 

第114期 

会計期間 
自  平成27年３月１日
至  平成27年５月31日

自  平成28年３月１日 
至  平成28年５月31日 

自  平成27年３月１日
至  平成28年２月29日

売上高 (百万円) 39,680 38,153 161,852 

経常利益 (百万円) 5,663 5,561 28,008 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 3,535 4,529 17,784 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 6,103 3,997 15,299 

純資産額 (百万円) 224,431 226,649 226,095 

総資産額 (百万円) 285,096 282,835 284,954 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 41.27 53.50 208.81 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― 53.48 208.76 

自己資本比率 (％) 78.4 79.7 79.0 
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第２ 【事業の状況】 

  

  
１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当社は「医薬品事業」のみを報告セグメントとしており、当第１四半期連結累計期間の連結業績は以下の通りで

す。売上高は減収、営業利益は増益、経常利益は減益、親会社株主に帰属する四半期純利益は増益となりました。 

① 売上高 

売上高は381億５千３百万円(前年同四半期比3.8％減)となりました。 

国内市場において、医療用医薬品事業は、平成27年12月に新発売した経皮鎮痛消炎剤「モーラス®パップ

XR120mg」等の売上が好調に推移しましたが、今年４月の薬価改定や診療報酬改定による影響を受けたため、前年

同四半期比7.8％の減収となりました。一般用医薬品事業は、依然として厳しい販売競争が続いていますが、主力

商品の「サロンパス®」に加え、平成28年４月に新発売した、従来より効果感がアップしている「フェイタス®Ｚα

ジクサス®」や粘着機能がアップしている「のびのび®サロンシップ®Ｆ」等の売上が好調に推移し、前年同四半期

比20.0％の増収となりました 

一方、海外市場において、医療用医薬品では米国にて後発品との競争が激化したことや円高による影響もあり、

前年同四半期比15.6％の減収となりました。一般用医薬品では円高の影響を受けたものの順調に売上を伸ばし、前

年同四半期比1.3％の増収となりました。 

② 営業利益 

営業利益は57億４千４百万円(前年同四半期比0.1％増)となりました。その主な要因は、米国にて売上原価率が

改善したことに加え、広告宣伝費及び販売促進費が減少したことによるものです。なお、販売費及び一般管理費に

つきましては、188億７千万円(前年同四半期比2.9％減)となりました。 

③ 経常利益 

経常利益は55億６千１百万円(前年同四半期比1.8％減)となりました。その主な要因は、為替差損によるもので

す。 

④ 親会社株主に帰属する四半期純利益 

親会社株主に帰属する四半期純利益は45億２千９百万円(前年同四半期比28.1％増)となりました。その主な要因

は、特別利益として共同販売契約終了に伴う利益を計上したことによるものです。 

この結果、当第１四半期連結累計期間における１株当たり四半期純利益は53.50円となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の連結貸借対照表の概要は以下の通りです。 

① 資産 

総資産は、前連結会計年度末と比較して21億１千９百万円減少し、2,828億３千５百万円となりました。主な増

減は、現金及び預金(19億２千６百万円減)、有価証券(30億５千４百万円減)及び投資有価証券(33億９千４百万円

増)です。 

② 負債 

負債合計は、前連結会計年度末と比較して26億７千３百万円減少し、561億８千６百万円となりました。主な増

減は、未払法人税等(42億２千６百万円減)、賞与引当金(13億４千６百万円減)及びその他流動負債(17億１千１百

万円増)です。 

③ 純資産 

純資産合計は、前連結会計年度末と比較して５億５千４百万円増加し、2,266億４千９百万円となりました。主

な増減は、利益剰余金(10億５千７百万円増)、その他有価証券評価差額金(28億２百万円増)と為替換算調整勘定

(35億１千７百万円減)です。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

（会社の支配に関する基本方針） 

1）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値

ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考え

ています。 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案に応じるかどうかの判断は、最終的には個々の株主の意思に基づ

き行われるべきものと考えています。また、当社は、当社株式について大規模買付行為がなされる場合、これが

当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。 

しかし、株式の大規模買付行為や買収提案の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する

明白な侵害をもたらすおそれがあるもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取

締役会や株主が大規模買付行為や買収提案の内容等を検討しあるいは対象会社の取締役会が大規模買付行為や買

収提案に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えることなく行われるもの、大規模買付行為や

買収提案の条件等（対価の価額・種類、買付の時期、買付の方法等）が対象会社の企業価値の本質に鑑み不十分

又は不適当なもの、対象会社の持続的な企業価値増大のために必要不可欠な従業員、顧客を含む取引先、債権者

などの利害関係者との関係を破壊するおそれがあるもの等、大規模買付行為や買収提案の対象となる会社の企業

価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大規模買付行為や買収提案を行

う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模買付行

為や買収提案に対しては必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保

する必要があると考えています。 

2）基本方針の実現に資する取組みの具体的な内容の概要 

当社は、弘化４年（1847年）に薬業を始めて以来、鎮痛消炎貼付剤を中心とした医薬品の提供を通して人々の

健康づくりに積極的に取り組んでまいりました。「貼るだけ」で誰もが簡単に身体を癒せる貼付剤は、服薬の改

善やクオリティ・オブ・ライフ（QOL）の向上にも合致するものであり、世界に誇れる日本の「治療文化」でもあ

ります。この 「貼る治療文化」の有効性並びに、それがもたらす感動を世界中の人々に伝えることを当社の使命

として事業展開を進めています。 
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昭和９年（1934年）の「サロンパス®」発売以来、お客様にも評価いただきながら蓄積してきたノウハウと経験

に基づく新医薬品、新製剤の創製に集中することで、一般用医薬品の「サロンシップ®」、医療用医薬品の「モー

ラス®パップ」、「モーラス®テープ」などの貼付剤開発に成功し、上市しました。また、鎮痛消炎以外の新たな

領域として、経皮吸収型エストラジオール製剤「エストラーナ®テープ」、経皮吸収型持続性癌疼痛治療剤「フェ

ントス®テープ」、経皮吸収型過活動膀胱治療剤「ネオキシ®テープ」などの商品を創出し、さらには海外各国で

の販売や研究開発、承認取得など国際的な展開を行っています。 その一環として、米国において久光ブランドを

確立させ、今後の成長をより確固たるものにするため、ノーベンファーマシューティカルス社を買収・子会社化

し、また、成長著しい中国市場への進出と、医薬事業等の推進を目的として、中国に現地法人（久光製薬技術諮

詢（北京）有限公司）を設立しました。 

このようにお客様に求められる貼付剤の創出によって「世界の人々のQOL向上を目指す」ことを経営理念とし、

この実行を通じて企業価値の向上ひいては株主共同の利益が実現されるものと考えています。 

すなわち、当社の企業価値の源泉は、(a)多くの企業によって創製されるさまざまな領域の薬物に幅広くアクセ

スし、これらを貼付剤とする研究開発力、(b)高品質な商品を効率的に安定生産し続ける製造技術と品質管理シス

テム、(c)「サロンパス®」、「サロンシップ®」、「フェイタス®」、「ブテナロック®」、「モーラス®パップ」、

「モーラス®テープ」、「エストラーナ®テープ」などのロングセラーブランドやトップブランドを数多く育成す

るマーケティング力、(d)研究開発・生産・販売が一体となって、お客様のニーズをすばやく商品やサービス向上

に反映できる体制にあります。 

当社は、今後も継続的かつ積極的な投資を行うことで、企業価値の向上と、ひいては株主共同の利益の最大化

に取り組んでまいります。 

そのために、当社は、厳しい競争環境の中で目標とする売上高の達成と純利益を確保できる強固な企業体質を

構築するべく、国内外での事業の強化による純利益の継続的伸長とその確実な達成を目指します。さらに、当社

は経営の基本方針に沿って得意な分野に研究を集中し、新医薬品・新製剤の創製に注力し、独自の「研究開発型

医薬品企業」を志向します。 

また、ライセンシング活動としては、非オピオイド鎮痛剤で治療困難な変形性関節症および腰痛症における慢

性疼痛治療のための医療用医薬品である経皮吸収型持続性疼痛治療剤「ノルスパン®テープ」の、日本での独占的

な販売権を取得する契約をムンディファーマ株式会社との間で締結しました。一方、一般用医薬品においては、

医療用医薬品として販売されているアレルギー性疾患治療薬「アレグラ錠®60mg」のスイッチOTC薬であるアレル

ギー専用鼻炎薬「アレグラ®FX」の販売権をサノフィ株式会社より取得するなど積極的に展開しています。 

このように、当社は活発な事業活動により、キャッシュ・フローの増大を図るとともに、新しい局所性及び全

身性の商品開発並びに商標、意匠、製造技術、品質管理システムを含めた当社ブランドの国際展開を推進し、あ

わせて経営の合理化と企業体質の強化を推進することで、株主共同の利益につながる未来資産の形成を図りま

す。 

また、当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題と位置付け、資本効率の向上、企業価値増大に寄与

する研究開発投資や今後の成長戦略の展開に備えた内部留保等を考慮しつつ、業績に基づく適正な配当を実施す

るとともに、自己株式取得などの財務施策を機動的に遂行します。 

とりわけ、資本効率向上の観点から掲げているROE(自己資本純利益率)15％以上の水準維持と、配当を継続的か

つ安定的に行いつつ配当性向30％を目標にしています。なお、平成26年５月13日発表の「2014～2018年度 第５期

中期経営方針」において、ROE(自己資本純利益率)11％以上、配当性向40％以上及びDOE(自己資本配当率)4.5％以

上を2018年度目標としています。 

さらに、当社は経営の透明性向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底するため、コーポレート・ガバナンス

の充実を図りながら、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築することを重要な施策と位置付け、機

構改革を実行しています。具体的には、「経営諮問会議の設置」、「執行役員制度の導入」、「危機管理委員会

の設置」、社員としての高い倫理・道徳観に基づく行動をまとめた「久光企業憲章の制定」とコンプライアンス

推進委員会及びコンプライアンス推進室による「役員及び従業員への徹底」、「社外監査役制度の導入」、「内

部統制基本方針の制定」、「内部監査室の設置」、「個人情報保護委員会の設置」、適時適切な会社情報の開示

を行うための「ディスクロージャー・ポリシーの制定」などを実行しています。 

今後も、善き企業市民としてステークホルダーの皆様との信頼関係を高めていきながら、企業価値の向上と、

ひいては株主共同の利益を確保し、もって基本方針の実現に取り組んでまいります。 
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3）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み 

当社は、平成20年５月22日開催の第106回定時株主総会において、有効期間を平成23年２月末日に終了する事業

年度に関する定時株主総会終結の時までとする当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策)（以下

「本プラン」といいます。）の導入をご承認いただきました。なお、平成23年５月26日開催の第109回定時株主総

会において、また、平成26年５月22日開催の第112回定時株主総会において、一部修正して平成29年２月末日に終

了する事業年度に関する定時株主総会終結の時まで延長することをご承認いただきました。 

本プランは、特定株主グループの議決権保有割合を20％以上とすることを目的とする当社株式等の買付等、又

は結果として特定株主グループの議決権保有割合が20％以上となる当社株式等の買付等（以下「買付等」とい

い、買付等を行う者を「買付者等」といいます。）を対象とし、(a)買付者等が従うべき手続として、買付者等に

対し、株主、当社取締役会及び独立委員会による判断のための情報提供と、独立委員会及び当社取締役会による

検討・評価の期間の付与を要請し、また、(b)買付等に対して当社がとりうる対抗措置として、新株予約権の無償

割当等、会社法その他の法令及び当社定款により取締役会の権限として認められる相当な対抗措置の発動を決議

しうることを前提として、その発動の条件を、買付者等が手続を遵守しない場合又は当該買付等が明らかに当社

の企業価値を毀損し株主共同の利益を害する場合に限定することとしました。本プランに基づき対抗措置を発動

するか否かは、最終的には当社取締役会により決定されますが、本プランを適正に運用し、当社取締役会の判断

の客観性及び合理性・公平性を担保するため、当社取締役会から独立した独立委員会を設置し、その意見を最大

限尊重するものとしています。 

本プランの有効期間は、平成29年２月末日に終了する事業年度に関する定時株主総会終結の時までとします。

また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた

場合には、本プランはその時点で廃止するものとしています。 

4）上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及び理由 

①基本方針の実現に資する特別な取組み 

上記2）に記載した取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を持続的に確保し、向上させるための具

体的方策として策定されたものであり、基本方針の実現に資するものです。したがって、これらの取組みは、基

本方針に沿い、当社の株主共同の利益を損なうものではありません。 

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み 

本プランは、上記3）のとおり、その内容において、当社の基本方針に沿うものであり、かつ、当社取締役会の

判断の客観性・合理性の確保がなされる工夫がなされ、さらに、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保

又は向上の目的をもって導入されるものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありませ

ん。 

  

(4) 研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は40億９千３百万円です。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 380,000,000 

計 380,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成28年５月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年７月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 95,164,895 95,164,895 

東京証券取引所 
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部) 
福岡証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式(単元
株式数は100株) 

計 95,164,895 95,164,895 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年３月１日 
～平成28年５月31日 

― 95,164,895 ― 8,473 ― 2,118 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年２月29日)に基づく株主名簿による記載をしています。 

  

① 【発行済株式】 

平成28年５月31日現在 

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式 ８株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成28年５月31日現在 

(注) 他人名義で所有している理由等 

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 

10,471,300 
― 

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

（相互保有株式） 
普通株式 

69,000 
― 同上 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

84,581,800 
845,818 同上 

単元未満株式 
普通株式 

42,795 
― 同上 

発行済株式総数 95,164,895 ― ― 

総株主の議決権 ― 845,818 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
久光製薬株式会社 

 
佐賀県鳥栖市 
田代大官町408番地 

10,471,300 ― 10,471,300 11.00 

（相互保有株式） 
丸東産業株式会社 

 
福岡県小郡市干潟892-1 

23,000 46,000 69,000 0.07 

計 ― 10,494,300 46,000 10,540,300 11.08 
 

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所 

加入持株会における共有持分数 久光製薬取引先持株会 佐賀県鳥栖市田代大官町 
 

― 8 ―



第４ 【経理の状況】 

  

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年３月１日から平成

28年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年５月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けています。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年２月29日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年５月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 81,584 79,658 

    受取手形及び売掛金 37,638 36,804 

    有価証券 30,895 27,841 

    商品及び製品 8,105 8,674 

    仕掛品 493 547 

    原材料及び貯蔵品 7,317 7,630 

    その他 6,008 7,832 

    貸倒引当金 △283 △290 

    流動資産合計 171,760 168,699 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 18,122 17,561 

      その他（純額） 25,728 25,903 

      有形固定資産合計 43,851 43,464 

    無形固定資産     

      販売権 3,676 3,405 

      のれん 3,905 3,400 

      その他 4,940 4,222 

      無形固定資産合計 12,522 11,028 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 48,234 51,628 

      その他 8,802 8,231 

      貸倒引当金 △216 △216 

      投資その他の資産合計 56,820 59,643 

    固定資産合計 113,194 114,135 

  資産合計 284,954 282,835 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年２月29日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年５月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 7,669 8,254 

    電子記録債務 6,347 6,562 

    短期借入金 1,683 1,667 

    未払法人税等 6,208 1,981 

    返品調整引当金 126 138 

    賞与引当金 1,940 593 

    その他 17,021 18,733 

    流動負債合計 40,997 37,930 

  固定負債     

    長期借入金 647 631 

    退職給付に係る負債 6,817 6,955 

    役員退職慰労引当金 4 5 

    その他 10,391 10,664 

    固定負債合計 17,862 18,255 

  負債合計 58,859 56,186 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 8,473 8,473 

    資本剰余金 8,396 8,396 

    利益剰余金 210,725 211,782 

    自己株式 △26,033 △26,034 

    株主資本合計 201,561 202,617 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 13,367 16,170 

    土地再評価差額金 3,637 3,723 

    為替換算調整勘定 8,360 4,842 

    退職給付に係る調整累計額 △1,934 △1,885 

    その他の包括利益累計額合計 23,430 22,850 

  新株予約権 101 135 

  非支配株主持分 1,000 1,045 

  純資産合計 226,095 226,649 

負債純資産合計 284,954 282,835 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

 【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年３月１日 
 至 平成27年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 
 至 平成28年５月31日) 

売上高 39,680 38,153 

売上原価 14,512 13,539 

売上総利益 25,168 24,614 

販売費及び一般管理費 19,430 18,870 

営業利益 5,737 5,744 

営業外収益     

  受取利息 25 42 

  受取配当金 41 67 

  為替差益 93 ― 

  受取ロイヤリティー 10 7 

  その他 87 97 

  営業外収益合計 258 214 

営業外費用     

  支払利息 7 8 

  為替差損 ― 201 

  売上債権売却損 5 5 

  持分法による投資損失 310 160 

  その他 9 20 

  営業外費用合計 333 396 

経常利益 5,663 5,561 

特別利益     

  投資有価証券売却益 ― 0 

  共同販売契約終了に伴う利益 ― 1,303 

  特別利益合計 ― 1,303 

特別損失     

  固定資産処分損 24 6 

  特別損失合計 24 6 

税金等調整前四半期純利益 5,639 6,859 

法人税等 1,994 2,273 

四半期純利益 3,644 4,586 

非支配株主に帰属する四半期純利益 109 56 

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,535 4,529 
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 【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年３月１日 
 至 平成27年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年３月１日 
 至 平成28年５月31日) 

四半期純利益 3,644 4,586 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 2,914 2,810 

  土地再評価差額金 177 85 

  為替換算調整勘定 △667 △3,526 

  退職給付に係る調整額 △0 76 

  持分法適用会社に対する持分相当額 34 △34 

  その他の包括利益合計 2,458 △589 

四半期包括利益 6,103 3,997 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 6,016 3,949 

  非支配株主に係る四半期包括利益 86 47 
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

  

(会計方針の変更等) 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年３月１日  至  平成28年５月31日) 

該当事項はありません。 
 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年３月１日  至  平成28年５月31日) 

(企業結合に関する会計基準等の適用) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更しています。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しています。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っています。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っています。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の

期首時点から将来にわたって適用しています。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。 
 

  
当第１四半期連結累計期間 

(自  平成28年３月１日  至  平成28年５月31日) 

税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法を採用しています。 
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（追加情報） 
 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年３月１日  至  平成28年５月31日) 

(第三者割当による自己株式の処分について) 

当社は、公益財団法人中冨記念財団（以下「中冨記念財団」といいます。）の社会貢献活動を支援する目的

で、自己株式の処分を行うこと、及び会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の

規定に基づき、自己株式の取得を行うことについて、平成28年４月８日開催の取締役会で決議し、平成28年５

月26日開催の第114回定時株主総会において特別決議として提案し承認されました。 

平成28年７月８日開催の取締役会において、処分先、処分期日等の募集事項の詳細を決議いたしました。 

  
１．処分の目的及び理由 

 当社は、「貼って手当てすることの良さを伝える」ことを企業使命とし、「世界の人々のＱＯＬ（生活の

質）向上を目指す」ことを経営理念と定め、「貼る治療文化」を世界に広めるために事業活動を進めるととも

に、社会貢献活動を実施して来ました。 

 中冨記念財団の運営する中冨記念くすり博物館は、薬の文化遺産を通して、薬に関する産業文化を後世の

人々に伝え、薬と健康について考える生涯学習の場を提供しております。 

 当社では、単独世帯が一貫して増加している状況で、青少年へのくすり文化の継承機会が減少していると考

えています。薬と健康に関する知識の普及をはじめとする財団の活動は、当社の事業活動と合致するととも

に、中長期的観点及びＣＳＲ活動の観点から当社の利益に資すると考えていることから、継続的に寄付等の支

援を行っています。 

そこで、より安定的に中冨記念財団の社会貢献活動を支援するため、当社は、三菱UFJ信託銀行株式会社を受

託者、日本マスタートラスト信託銀行株式会社を共同受託者、中冨記念財団を受益者とする他益信託（以下

「本信託」といいます。）を設定し、本信託は、当社株式を取得します。本信託は、当社株式の配当等による

信託収益を中冨記念財団に交付し、中冨記念財団は当該信託収益を活動原資に加え、今後事業を実施します。 

 本自己株式の処分は、中冨記念財団の社会貢献活動の原資を拠出するために設定される本信託に対し行うも

のです。 

  
２．自己株式の処分について 

 処分要領 

 ① 処分株式数       普通株式1,000,000株 

 ② 処分価額        １株につき１円 

 ③ 資金調達の額      1,000,000円 

 ④ 募集又は処分方法    第三者割当による処分 

 ⑤ 処分先         日本マスタートラスト信託銀行株式会社（公益財団法人中冨記念財団信託口） 

 ⑥ 処分期日        平成28年８月19日 

 ⑦ その他          本自己株式の処分については、平成28年５月26日開催の第114回定時株主総会に 

              おいて、会社法第199条及び200条の規定に基づき、募集事項の決定を当社取締 

              役会に委任することが承認されています。 

  

３．処分先の概要 

① 名称          日本マスタートラスト信託銀行株式会社（公益財団法人中冨記念財団信託口）  

② 信託契約の概要 

    信託の種類    特定単独運用の金銭信託以外の金銭信託（他益信託） 

    信託の目的    委託者を発行者とする普通株式から生じる配当を信託収益として受益者に交付 

              し、社会貢献活動を実施させること。 

    委託者      当社 

    受益者      公益財団法人中冨記念財団 

    信託契約日    平成28年８月19日（予定） 

    信託の期間    平成28年８月19日から平成31年６月15日まで（予定） 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

該当事項はありません。  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

該当事項はありません。  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の

とおりです。  

  

  

 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年３月１日  至  平成28年５月31日) 

(自己株式の取得について) 

１．自己株式の取得を行う理由 

 自己株式の処分に伴う株式価値の希薄化を回避するとともに、資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な

資本政策を実行するため。 

  
２．取得に係る事項の内容 

 ① 取得する株式の種類    当社普通株式 

 ② 取得しうる株式の総数   2,000,000 株（上限） 

               （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合2.36%） 

 ③ 株式の取得価額の総額   12,000,000,000 円（上限） 

 ④ 取得期間          平成28年５月26日開催の当社定時株主総会終了後から平成28年12月31日まで 

 ⑤ その他          自己株式の処分については、平成28年５月26日開催の第114回定時株主総会 

               において、会社法第199条及び第200条の規定に基づき、募集事項の決定を 

               当社取締役会に委任することが承認されています。 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年３月１日 
至  平成27年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年３月１日 
至  平成28年５月31日) 

減価償却費 1,779百万円 1,626百万円 

のれんの償却額 263百万円 254百万円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成27年３月１日  至  平成27年５月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成28年３月１日  至  平成28年５月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成27年３月１日  至  平成27年５月31日) 

当社の報告セグメントは「医薬品事業」のみであるため、記載を省略しています。  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年５月31日) 

当社の報告セグメントは「医薬品事業」のみであるため、記載を省略しています。  

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年５月21日 
定時株主総会 

普通株式 3,642 42.5 平成27年２月28日 平成27年５月22日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年５月26日 
定時株主総会 

普通株式 3,472 41.0 平成28年２月29日 平成28年５月27日 利益剰余金 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりです。 

(注) 前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載していません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。  

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成27年３月１日 
至  平成27年５月31日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成28年３月１日 
至  平成28年５月31日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 41円27銭 53円50銭 

    (算定上の基礎) 

    親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 3,535 4,529 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
  四半期純利益金額(百万円) 

3,535 4,529 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 85,667 84,666 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 53円48銭 

  (算定上の基礎)     

  親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ― 

  普通株式増加数(千株) ― 35 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― ― 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。  
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年７月８日

久光製薬株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている久光製薬株式会

社の平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年３月１日から平成

28年５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、久光製薬株式会社及び連結子会社の平成28年５月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    増  田       靖  印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    佐  田  明  久    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    小  林  篤  史    印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年７月11日 

【会社名】 久光製薬株式会社  

【英訳名】 HISAMITSU PHARMACEUTICAL CO.,INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長 最高経営責任者(CEO)  中 冨 博 隆  

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 佐賀県鳥栖市田代大官町408番地  

【縦覧に供する場所】 久光製薬株式会社東京本社 

  (東京都千代田区丸の内二丁目４番１号) 

  久光製薬株式会社大阪支店 

  (大阪市中央区南船場一丁目11番12号) 

  久光製薬株式会社名古屋支店 

  (名古屋市千種区仲田二丁目７番11号) 

  久光製薬株式会社福岡支店 

  (福岡市博多区東那珂二丁目２番10号) 

  株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  株式会社名古屋証券取引所 

  (名古屋市中区栄三丁目８番20号) 

  証券会員制法人福岡証券取引所 

  (福岡市中央区天神二丁目14番２号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役会長 最高経営責任者(CEO) 中冨博隆は、当社の第115期第１四半期（自  平成28年３月１日  至  

平成28年５月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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